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これまでの経緯

令和3年

4月13日 第5回 廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議

8月24日 第2回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

⁃ 「ALPS処理水の処分に関する基本方針」の決定

⁃ 「当面の対策」の取りまとめ

12月28日 第3回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

- 「行動計画」の策定

4月16日 第1回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

⁃ 基本方針を実行していく枠組みの整備、当面の進め方の確認

→ 今後、具体策のメニューを確実に実施し、安全確保や風評対策の実効性を上げていくとともに、
各対策内容について繰り返し説明・対話を重ね、頂いた御意見を踏まえて随時改善・改良・充実を
図り、海洋放出に向けて、理解醸成活動に一層注力する。

8月30日 第4回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

- 「対策の強化・拡充の考え方」の取りまとめ及び「行動計画」の改定

令和4年

1月13日 第5回 ALPS処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議

- 「行動計画」の改定

令和5年
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１．風評を生じさせないための仕組みづくり

①徹底した安全性の確認と周知

②全国大での安全・安心への理解醸成

２．風評に打ち勝ち、安心して事業を継続・拡大できる仕組みづくり

③将来に亘り安心して事業継続・拡充できると、事業者が確信を

深められる対応

④風評に伴う需要変動に対応するセーフティネット

３．将来技術（汚染水発生抑制、トリチウム分離等）の継続的な追求
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トリチウム以外の核種を
規制基準未満に確実に浄化

さらに100倍以上に希釈し、
• トリチウム濃度を1,500
ベクレル/L未満に ※2

• トリチウム以外の核種を
規制基準の1/100未満に

※１ 各段階の測定について、IAEAなどの第三者機関も測定し、客観性を確保。
※２ 規制基準の1/40、WHO飲料水基準の約1/7。2015年以降、海洋放出中のサブドレンの水の濃度と同じ。

ＡＬＰＳ処理水を処分するにあたっての安全性の確認

処分時のトリチウム総量は、
年間２２兆ベクレル未満

（事故前の管理目標と同じ）。

放出後も、モニタリングにより
海域や水産物のトリチウム濃度

などを確認

放出前に、ALPS処理水に含まれる放射性
物質が規制基準を下回ることを確認 ※１

⇒今後、海洋放出開始後のモニタ
リングの強化・拡充を具体化
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IAEA（国際原子力機関）による徹底評価①

➢ IAEAによるレビューは、処理水安全性レビュー（第1回）が2022年2月※に、規制レビュー（第2
回）が同3月に実施され、レビュー報告書が、それぞれ同4月、同6月に公表された。
※原子力について高い専門性を持つ国際機関であるＩＡＥＡのスタッフと、中国・韓国からの出身者を含む国際専門家で構成されるチームが来日。

IAEAによる現地視察の様子
安全性レビュー（第1回）終了直後の
グロッシーIAEA事務局長のコメント

IAEAによる安全性レビュー報告書
(4月)のポイント

①日本側は協力的に対応し、レビュープロセスに顕

著な進展があったと述べた

②「ALPS処理水放出関連設備の安全性」は、設

備の設計と運用手順の中で的確に予防措置が

講じられていることを確認した

③東京電力が作成した放射線環境影響評価は、

包括的で詳細な分析に基づいており、人への放

射線影響は、規制当局が定める水準より大幅に

小さいと示していることに留意した

④国内外の関係者の理解を得るため、現実に即し

た評価や説明の追加を求める（※）

（※）具体的には、下記のような指摘があった
•処理水に含まれる核種について、影響を必要以上に高めに
見積もって評価している。国内外の利害関係者の理解を得
るためであることは理解するが、現実に即した評価をすること
も求められる。

•トリチウムの年間放出可能量の上限は、(政府の基本方針
で設定された)22兆ベクレルよりも大きい。この上限値を示す
ことは利害関係者の安心につながるので、明確に示すこと。

IAEAは、処理水が太平洋放出される
際に、それが国際基準に完全に適合
した形で実施され、放出は環境にいか
なる害も与えることはないと確認できる。

(グロッシー事務局長のＳＮＳでの発言
（2022/5/19）一部抜粋)



来日者: グスタボ・カルーソIAEA原子力安全・核セキュリティ局調整官をヘッドとしたIAEA事務局メンバー７名

国際専門家９名（アルゼンチン、中国、韓国、フランス、マーシャル諸島、ロシア、英国、米国、ベトナム）
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➢ 2022年11月14日～18日にかけて、IAEA（国際原子力機関）の関係者1６名が訪日し、２
回目のALPS処理水の安全性に関するレビューが行われた。

• 第１回レビューミッションでも扱われた8つの項目（※1）に
ついて、前回レビューにおけるIAEAからの指摘事項の
反映状況（主に放射線環境影響評価書）。

• 2022年11月14日に東京電力が原子力規制委員会に
提出した実施計画変更認可申請書の内容（測定・評
価核種の見直し、改訂版放射線環境影響評価報告書
等）。

※１ ①横断的な要求事項と勧告事項、②ALPS処理水／放出
水の性状、③放出管理のシステムとプロセスに関する安全性、
④放射線環境影響評価、⑤放出に関する規制管理と認可、
⑥ALPS処理水と環境のモニタリング、⑦利害関係者の関与、
⑧職業的な放射線防護

議論のポイント

IAEAの国際安全基準に基づき、以下の点を議論。

IAEA （国際原子力機関）による徹底評価②

「2022年2月の最初のミッションでのタスクフォースの指摘はしっ
かりと検討され、日本の計画の改訂に反映されている。IAEA

は、提案されている放出計画案について、公平で科学的根拠
に基づくレビューを継続する。」

「2月に行われたミッションのフォローアップとして、我々はシステム、
プロセス及び設計の安全性に関する側面、そして利害関係者の
関与について議論を広げた。タスクフォースは、現時点では、こ
のテーマにおいてさらなる情報は必要ないと述べた。（中略）
このテーマについて来年結論を出すことが重要である。」

○グロッシーIAEA事務局長のコメント
(IAEAニュースリリース）

○カルーソ調整官のコメント
(外国記者向けブリーフィング）
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➢ 2022年10月、IAEA関係者が、東京電力福島第一原子力発電所を訪問し、ALPS処理水のサ

ンプル採取に立ち会った（※）。

（※）2022年２月及び３月の訪問に続き、サンプル採取への立会いは３度目。

➢ 今後は、東京電力が行う分析を検証するために、IAEAの研究所及び第三国の研究所において同

サンプルの中の放射性物質の分析が行われる予定。

IAEA （国際原子力機関）による徹底評価③
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＜ALPS処理水サンプル採取の模様＞＜経済産業省HPにおけるリリース＞



IAEA （国際原子力機関）による徹底評価④
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➢ IAEAは、モニタリングデータの国際的な信頼性・透明性向上のための取組として、分析機関間比較

（ILC：Interlaboratory Comparison）を2014年から実施。
（※）ILC：IAEAと日本が海洋試料を共同で採取、分割し、双方の分析機関が個別に分析を実施して、その結果を比較評価。

➢ 2022年11月には、IAEAの研究所の専門家に加え、更なる透明性向上の観点から、放射能分析

機関の国際ネットワーク（ALMERA）のメンバーであるフィンランド及び韓国の分析機関の専門家

も来日し、試料採取及び前処理を確認。

➢ 2022年からは、ALPS処理水の安全性に関するIAEAのレビューの一部として、日本で行われてい

るALPS処理水に係る海域モニタリングの結果の裏付けを行うため、同様の手法でIAEAが比較

評価。

➢ 2022年12月、IAEAの研究所及び第三国の研究所による分析やILCなどの「IAEAによる独立した

サンプリング、データの裏付け及び分析活動の状況」に関する報告書を公表。今後、分析結果に関

する報告書を公表。

＜試料採取・前処理の模様＞

海水試料採取 海底土試料採取・前処理 参加メンバー(11/8)水生生物試料採取・前処理



モニタリングの全体像

➢ 福島第一原子力発電所事故で環境中に放出された放射性物質を計画的に確認するために、原子力
災害対策本部の下にモニタリング調整会議を設置し、総合モニタリング計画を策定。

➢ 当該計画に基づき、関係省庁や地方公共団体、原子力事業者等が連携して、放射線モニタリングを
実施している。

【対象核種】 ※試料に応じて策定
セシウム、ストロンチウム、トリチウム 等

＜現行のモニタリング計画の主なポイント＞

試料①：海水

試料②：水産物
海洋生物

試料③：海底土

放出開始直後のモニタリングの強化・拡充について今後具体化
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【広域図】
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（参考）海域でのモニタリングのポイント①

放水口から10km程度離れると、放出前と区別がつかな
いと考えられることから、 10kmの範囲内を多めに測定。

⇒ の測点を新たに追加 【環境省実施】

念のため、30km、50km程度離れた測点、宮城県
沖南部、茨城県沖北部でも測定。

⇒ の既存測点で海水中トリチウムの測定を追加

【原子力規制委員会実施】

水産物モニタリングでは、東日本の太平洋側
（北海道～千葉県）で、年間約200検体の
トリチウムを測定（具体的な魚種等の詳細は、
関係者の御意見をお聞ききしながら検討）

海水中トリチウムの
既存測点

ポイント１

ポイント２

ポイント３



共同漁業権非設定区域
（東西1.5km、南北3.5km）

双
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大
熊
町
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2km

【拡大図（半径3km）】
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（参考）海域でのモニタリングのポイント②

新たな測点での測定頻度

• 季節的な変化を考慮し、年4回を基本

• 放出開始直後は速報値を含め測定の頻度を高める

ポイント４

ポイント5

念のため、海水中のトリチウム以外にも以下の測定を実施

【環境省実施】

• 主要７核種（セシウム、ストロンチウム等）：年４回、
の測点で実施

• 更に幅広い核種：年１回、 の測点で実施

• 水生生物：年４回

- 魚類のトリチウム（組織自由水型・有機結合型）、

炭素14の測定（漁業権設定区域との境界付近で実施）

- 海藻類のヨウ素129の測定（請戸漁港、富岡漁港で実施）



閲覧者が各測定値がもつ意味を判断するための補助として、比較するための指標値を表示

【指標値の例】
東京電力のALPS処理水放出基準、WHOの飲料水基準、国の安全規制の基準などの国内外のトリチウムに関する指
標値について提示
海水、蛇口水、雨水（降水）などの身の回りにあるトリチウム濃度について、通常どの程度の範囲であるかを提示

モニタリング結果についての分かりやすいＨＰ（環境省で検討中のイメージ）

➢ 環境省において、2023年2月頃に各省の分析結果を分かりやすく確認できるサイトを立ち上げるべく、
準備中。

11指標の掲載部分 広域マップ 拡大マップ



モニタリング結果についての分かりやすいＨＰ（東京電力①）

➢ 東京電力では、「処理水ポータルサイト」のデザインを一部改訂。新たに、「海域モニタリング」「動画でわ
かる。ALPS処理水」「飼育試験のライブ配信」等のバナーを追加。英・韓・中国語のページも開設。
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モニタリング結果についての分かりやすいＨＰ（東京電力②）

➢ 海域モニタリングでサンプルを採取している地点が一目でわかるデザインに（2022年9月改訂）。

➢ まずは海水モニタリング結果から公開（魚類・海藻類のモニタリング結果についても、近日公開）。
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モニタリングシンポジウムの開催

➢ 2022年10月25日、ALPS処理水の放出後も安心して取引を継続いただけるよう、流通・小売事業
者等を対象にしたシンポジウムを福島県いわき市において開催。

➢ 水産物をはじめとした食の安全に対して影響はない放出方法であること、安全・安心のためにモニタリ
ングを実施することをご説明するとともに、各データが科学的な根拠としてどういった意味を持つのか、ど
う読み解けばいいのかについても解説を行った。また、安全・安心をさらにわかりやすく伝える取組として、
東京電力から魚類飼育試験について、有識者から水産物に含まれるトリチウムの迅速測定法の研究
等についてご説明をいただいた。

➢ 参加者からは、測定の信頼性に関する質問があり、モニタリングの実施体制や分析手法について説明
を行った。また、政府一体となった風評対策を求める意見があり、今後も政府一丸となって、モニタリン
グを含めALPS処理水の海洋放出の安全性確保に関する正しい情報発信を行っていく。

➢ さらに、第２回シンポジウムの開催（2023年1月17日＠東京）や、流通事業者の方々向けに放
出を行う福島第一原発の現場視察を実施し、流通事業者のご理解とご協力を得ながら、政府一丸と
なって風評対策を進めていく。

第一回モニタリングシンポジウムの様子
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東京電力による海洋生物の飼育試験

➢ 9月30日にヒラメ、10月25日にアワビの飼育試験を開始。ALPS処理水を添加した水槽と通常海
水の水槽との間で成長に差はないことを確認。

➢ ヒラメがトリチウムを取り込み、一定期間経過後に生育環境より低い濃度で平衡状態になることを検
証するため、トリチウムの濃度を一定時間ごとに測定。【取込試験】

➢ その後、同一水槽のヒラメを通常海水に入れてから、ヒラメがトリチウムを排出してトリチウム濃度が
下がることを検証するため、トリチウム濃度を一定時間ごとに測定。【排出試験】
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＜試験風景＞ ＜試験のイメージ＞

取込試験 排出試験



東京電力による海洋生物の飼育試験

➢ 12月22日、海水で希釈したALPS処理水（トリチウム濃度：約1250Bq/l）で飼育したヒラメ体
内のトリチウム濃度の測定結果を公表。

➢ 取込試験では、トリチウム濃度は生育環境以上の濃度（本試験では、海水で希釈したALPS処理
水中のトリチウム濃度以上の濃度）にならないこと、トリチウム濃度は一定期間で平衡状態に達す
ることが確認された（以下グラフ参照）。

➢ 排出試験では、通常海水以上のトリチウム濃度で平衡状態に達したヒラメを通常海水に戻すと、時
間経過とともにトリチウム濃度が下がることが確認された（以下グラフ参照）。

➢ 今後、アワビについても同様の確認を予定。

16



１．前処理

第三者（JAEA）による測定・分析

➢ 日本原子力研究開発機構（JAEA）が第三者としてALPS処理水の測定・分析を実施予定。

●ALPS処理水に含まれるトリチウム濃度の測定

●トリチウム以外の放射性物質が基準未満の濃度であることの確認

➢ 昨年秋以降、 ALPS処理水放出開始前の分析に向けて、放射性物質を用いた分析や分析手順の
確認などの準備作業に着手しているところ。

➢ 今後、Webサイトを通じ分析手順や分析結果についての情報を発信。
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＜ALPS処理水の分析の手順の例（トリチウム濃度の測定）＞

「前処理操作」にて、測定
の妨害となる不純物を除
去します。

トリチウムが放出する
ベータ線を液体シンチ
レーションカウンタで測
定します。

液体シンチレーションカウンタ

測定結果を基準値と照ら
し合わせて、良否を判断
するとともに、データの傾向
を確認します。

３．評価２．測定

蒸留装置の例



➢ IAEA及び海外の専門家（中国・韓国の専門家を含む）が来日し、継続してレビューを実施。
処理水の安全性・規制面について確認し、放出開始前には、これらのレビューに関する包括的
な報告書を公表。（国際専門家：中国、韓国の他、アルゼンチン、英国、オーストラリア、カナダ、フランス、米国、ベト
ナム、マーシャル諸島、ロシア）

➢ 報告書の内容を、国内・全世界に分かりやすく発信することで、国際機関である第三者が安全
性を徹底的に確認したことを周知。

➢ 東京電力が行うALPS処理水の分析を検証するために、IAEAの研究所及び第三国の研究所
において、放射性物質の分析を行い、結果を公表。
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今後の取組

今後の予定

2023年1月 第2回規制レビューミッション来日

2023年2月頃 第２回処理水安全性レビューミッションに関する報告書を公表

2023年3月頃 第2回規制レビューミッションに関する報告書を公表

海洋放出開始前 評価結果をまとめた包括報告書を公表

①IAEA

②原子力規制委員会

➢ 設備の実施計画が安全なものかを確認するだけでなく、放出開始前までに、放出設備が、認可
した実施計画に基づき、適切に設置されているかを原子力規制委員会が確認する使用前検査
を実施。



➢ 海洋放出開始直後の海域モニタリングについては、風評抑制の観点から、より迅速に結果を公表
することができるよう、モニタリング総合計画で策定されている内容を強化・拡充する。放出開始ま
でに、強化・拡充を具体化。

19

今後の取組

＜強化・拡充の方向性＞
・一定の精度は確保しつつ、可能な範囲で迅速性を重視。
・高頻度の実施を重視し、測定対象や測点数などは絞って実施。
・分析結果は、「速報値」として速やかに公表。

③政府によるモニタリング（海域・水産物）

➢ 地元自治体・農林水産事業者、流通事業者を含む一般の方が立会い・視察できるよう、海域環
境モニタリングにおける分析・評価用サンプル採取時の立会い等、関与方法の具体化の検討を
加速。

④第三者（JAEA）による分析

➢ 東京電力が行うALPS処理水の分析を検証するために、JAEAにおいても、大熊町の分析施設
において、放射性物質の分析を実施。今年度内には、測定・分析を本格的に開始、放出開始
前にはその結果を公表する予定。

⑤地元自治体・農林漁業者等の立会い



１．風評を生じさせないための仕組みづくり

①徹底した安全性の確認と周知

②全国大での安全・安心への理解醸成

２．風評に打ち勝ち、安心して事業を継続・拡大できる仕組みづくり

③将来に亘り安心して事業継続・拡充できると、事業者が確信を

深められる対応

④風評に伴う需要変動に対応するセーフティネット

３．将来技術（汚染水発生抑制、トリチウム分離等）の継続的な追求

20



➢ 2021年4月以降、農林漁業者、観光業者、加工・流通・小売事業者、自治体職員等を対象に、

ALPS処理水の安全性や基本方針決定の背景、支援策に関する説明会や意見交換を約1000

回実施。

➢ また、福島県内を始め、各地で開催されるイベントに参加し、福島第一原発の廃炉やALPS処理

水について説明を行うブースを出展。来場者と直接双方向のコミュニケーションを実施。

各地での説明会の実施・イベントへの参加

R4.11.7.
山形大学の学生の方々への出前授業

R4.11.6．
いわきFC-鹿児島ユナイテッドFC戦
＠Jヴィレッジスタジアム

R4.11.19-20.
十日市祭＠浪江町

R4.11.23.
ふくしまフェスティバル＠名古屋

R4.9.23．
ふたばワールド＠双葉町

R4.9.22-25.
ツーリズムEXPOジャパン2022
＠東京ビッグサイト

R4.9.10.
標葉まつり＠大熊町交流ゾーン

R4.12.17.
ゼロカーボンフェスティバル＠大熊町

21



➢日本サーフィン連盟と連携し、福島県南相馬市で行われたサーフィン全日本級別選手権大会会場
で廃炉ブースを設置し、模型の展示や職員による説明を実施。あわせ大会案内冊子に処理水
Q&Aの掲載や大会時webライブ配信での動画放映を実施。

➢宮崎県（８月２０日～２６日）・静岡県（９月３０日～１０月２日）の大会においても、大
会案内冊子に処理水Q&Aの掲載や大会時webライブ配信での動画放映を実施。

民間団体と連携した広報

22

全日本選手権での動画放映内容 全日本級別選手権の様子



流通・小売の事業者や消費者団体等への視察機会の提供

➢ ALPS処理水の処分に係る風評影響の抑制に当たっては、製品の流通過程である加工・流通・小売
の各段階の事業者等の皆様や、消費者の皆様に、安全性を理解いただくことが重要。

➢ こうした考え方の下、福島第一原子力発電所及びその周辺地域の視察ツアーを実施。同視察の模
様は、各地元メディアや同協会の機関誌においても取り上げられた。

１F視察の様子 座談会の様子

2022年9月 全国スーパーマーケット協会会員企業

協会機関誌への掲載

2022年11月 全国消費者団体連合会

１F視察の様子

座談会の様子
23



➢ 漁業者を始めとする地元住民等に対して、基本方針の決定の背景や検討の経緯、風評対策について
説明すべく、説明会を実施。その上で、直接の対話を充実させるため、車座での意見交換を順次実施。

➢ 2022年10月30日には、西村経済産業大臣が、若手漁業者や水産流通加工業者（計５名）との
車座での対話を実施。対話の中では、福島県沖で獲れる魚のブランド化に向けた取組支援や水揚げ
した魚が適正価格で販売されること等についてのご意見・ご要望を頂いた。

➢ 頂いた意見を踏まえ、三陸や常磐ものの魅力を発信し、消費拡大を行っていくための官民連携の新たな
枠組みの構築に向けて検討を開始。今後も対話を続け、その中で頂いたご意見も踏まえ、風評対策
を着実に実行。

漁業者を始めとする地元住民等との車座での意見交換

2022/10/30 車座での意見交換の様子 24



➢ ALPS処理水について、科学的根拠に基づいた情報をわかりやすくまとめたWEBサイトを12月1日
に新設。

➢ 「みんなで知ろう。考えよう。ALPS処理水のこと」という共通のメッセージと共に、テレビCMやWEB広
告、新聞広告等を通じて全国に情報発信し、興味を持っていただいた方に訪問いただくことを想定。

全国での大規模な情報発信（WEBサイトの新設）

25こちらからご覧いただけます：https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/hairo_osensui/shirou_alps.html

新設WEBサイト みんなで知ろう。考えよう。ALPS処理水のこと（知ってほしい５つのこと）

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/hairo_osensui/shirou_alps.html


➢ 全国の地上波放送局※において、12月13日から２週間程度テレビCMを放送。

➢ また、屋外広告、電車内ビジョン、駅構内サイネージにおいて、12月19日頃から１週間程度広告
を都心部を中心に全国で実施。

テレビCM、屋外広告、電車内ビジョン、駅構内サイネージ（以下はテレビCMの実写篇）

全国での大規模な情報発信（テレビCM、屋外・交通広告）

26
こちらからご覧いただけます：https://www.youtube.com/watch?v=3Xk8Kjfxx84

※一部の放送局では未実施

https://www.youtube.com/watch?v=3Xk8Kjfxx84


➢ YouTubeにおいて、12月13日から１か月程度動画広告(経済産業大臣篇、実写篇、アニメー
ション篇)を展開。
経済産業大臣篇は12月13日以降、約40万回再生された（12月末時点）。

➢ また、Yahoo!JAPANのトップページに、 12月13日から１か月程度バナー広告を掲載。
12月13日から12月19日の間に約1,500万回閲覧された。

YouTubeにおける動画広告（上：経済産業大臣篇、下：アニメーション篇）

全国での大規模な情報発信（WEB広告）

27

こちらからご覧いただけます：
https://www.youtube.com/
watch?v=lIM123YNZ9A

こちらからご覧いただけます：
https://www.youtube.com/
watch?v=SkALutW1Rh4

Yahoo!JAPAN バナー広告

https://www.youtube.com/watch?v=lIM123YNZ9A
https://www.youtube.com/watch?v=SkALutW1Rh4


➢ 全国紙、各県紙・ブロック紙において、12月13日の朝刊に新聞広告を掲載。

➢ また、地元紙（福島民報、福島民友、河北新報、岩手日報、茨城新聞）において、12月第2週
に新聞広告を掲載。

全国紙、各県紙・ブロック紙広告

全国での大規模な情報発信（新聞広告）

28

地元紙広告

※画像は掲載した広告をリサイズしたもの



政府広報と連携した情報発信

➢ 2022年10月２日、政府広報のラジオ番組において、廃炉とALPS処理水をテーマに発信。
ALPS処理水の海洋放出に当たっての安全性の確保や風評を生じさせない取組などを紹介。

➢ また、同年12月２日、政府広報のBSテレビ番組において、廃炉とALPS処理水をテーマに発信。

➢ ALPS処理水に関する詳細な情報を入手できるポータルサイトについて、多くの方に見ていただけるよう、
政府広報と経済産業省で連携し、Yahoo!ニュースにバナー広告を掲載。

こちらからご覧いただけます：
https://www.gov-online.go.jp/pr/media/radio/sc/text/20221002.html

29

⻘木源太・足立梨花 Sunday Collection ビビるとさくらとトモに深掘り！知るトビラ

こちらからご覧いただけます：
https://www.gov-online.go.jp/pr/media/tv/shirutobira/movie/20221202.html

バナー広告の掲載

2022年10月31日～11月6日掲載2022年8月22日～8月28日掲載

https://www.gov-online.go.jp/pr/media/radio/sc/text/20221002.html
https://www.gov-online.go.jp/pr/media/tv/shirutobira/movie/20221202.html


➢ 各国政府等への包括・個別の働きかけ、国際機関との協力、海外メディアへの情報提供など透明性高く情報発信

ALPS処理水の取扱いに関する各国・地域への情報発信

中露共同質問状への回答在京外交団等向けテレビ会議説明会

(出典：IAEA, https://www.iaea.org/sites/default/files/publications/documents/infcircs/2022/infcirc1007.pdf)

• 海外メディアを対象に、外務省・経産省・原子力規制
庁・東京電力合同で、随時ブリーフィング（2021年4月
以降、累計11回）やプレスツアーを実施。

• 広報動画の制作・発信。
• 海外有力メディアによる特集コンテンツの発信。
（ユーロニュース、Financial Times等）

• 在京外交団等を対象に、外務省と協力し、 処理水に係る現状
等についてブリーフィング（2021年４月以降、累計12回）。

• 二国間対話・国際会議等の場での情報発信。（WTO衛生・植
物検疫(SPS)委員会、EUとの会合等）

• 韓国政府向けには、2022年6月、12月に実施した局長級のテレ
ビ会議説明会を含め複数回の説明会を実施。

• 太平洋島嶼国・地域、PIF事務局向けには、専門家を交えた技
術的な説明会を含めて複数回の説明会を実施。

• 2022年6月にIAEAのHPにも公開された中国・ロシアからの共同
質問状に対して、丁寧かつ透明性高く回答（日本からの回答も
IAEAのHPで公開）。

• IAEAウェブサイトでの情報公開(サブドレンの状況(月1)、包

括的な情報(四半期に1回)、ALPS処理水に関する特設サイトの開設)

• 第66回IAEA総会において、福島第一原子力発電所の
廃炉とその周辺地域の復興の進捗に関するサイドイベント
を開催。 (2022年9月)

(出典：外務省報道発表) 30



➢ 2022年9月26日～27日に、国際原子力機関（IAEA）総会のサイドイベントが開催された。

➢ 2022年9月26日には「福島第一原発廃炉と福島復興の進捗」を開催し、各国関係者に福島第一
原子力発電所の廃炉及び福島復興の進捗状況を報告。各国・地域及び国際機関から約100名の
参加があり、IAEA幹部や日本政府（経産省、復興庁、農水省）、東京電力によるプレゼンテーション
や、参加者を交えた活発な質疑応答が行われた。

➢ 2022年９月27日にはIAEA事務局が、ALPS処理水の海洋放出について、「東電福島第一原発
におけるALPS処理水の取扱いの安全性に関するIAEAレビュー」の取組に関するサイドイベントを開
催し、加盟国に広く情報発信。韓国、中国、台湾を含む各国・地域政府から60名ほどが参加。IAEA
によるレビューの内容、今後の予定等についての包括的な説明の後、参加者を交えた質疑応答が行
われた。閉会挨拶では、グロッシー事務局長が、国際機関であるIAEAがプレゼンスと透明な情報発
信の重要性を指摘し、積極的に取り組む旨言及。

IAEA総会でのサイドイベント

2022年9月26日 経産省主催サイドイベントの様子 2022年9月27日 IAEA主催サイドイベントの様子
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➢ 在香港総領事館と香港政府との間では、ALPS処理水をめぐる我が国の取組について累次に
わたり、意思疎通を行っている。

➢ 同時に、消費者やメディアへの正確な情報発信の働きかけが非常に重要として、
在香港総領事館が主体となり

✓ 関係省庁や在香港の関係企業・団体が参加した関係者会合の開催

✓ 香港メディアを通じた対外発信

等の取組を進めている。

香港関係者とのコミュニケーション①（在香港総領事館との連携）

直近の取組事例

概要 詳細

「香港０１」による取材対応 ⚫ 「香港01」は香港最大の広東語によるネットメディア
（※香港の人口は約750万人だが、1か月に500万の閲覧数あり）

⚫ ＡＬＰＳ処理水の海洋放出計画及び農水省による日本国内の食の安全の取組につい
て、香港一般市民への理解を促進するための取材を実施。

⚫ 取材は、経済産業省・農水省・水産庁・国内の有識者・東京電力等に実施し、11月に
記事を発出。

香港の日本人商工会議所の
食品・消費財・小売流通部
会におけるALPS処理水に関
する説明

⚫ 経産省・農水省から、それぞれ「ALPS処理水の海洋放出について」、「放射性物質に関す
る日本における食品の安全性確保」について説明。

⚫ 参加者から、海洋放出の開始時期やモニタリングの方法、消費者に対する説明についても
関心が示された。

香港の日本食協会（日本側、
香港側及び有識者との説明
会）

⚫ 外務省、経産省、農水省及び東電から、本件安全性につき説明。
⚫ ファシリテーターとして、香港で活躍する日本人大学教授が対応し、香港人教授等とのQA
も実施。
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香港関係者とのコミュニケーション②（太田副大臣とトミー・チョン立法会議員との会談）

➢ 2022年11月28日、太田経済産業副大臣は、張宇人（トミー・チョン）香港立法会議員及び香港
の食品・外食関係者と会談を行い、福島第一原発の廃炉に関して、安全性を確保したALPS処理
水の海洋放出の取組について説明を行うとともに、同議員等と意見交換を行った。

➢ 会談は昼食会を兼ねて開催され、福島産食材を使ったお弁当を食べながら意見交換が行われた。
太田副大臣からは、福島県産品の魅力や安全性をアピールし、日本産食品の輸入規制の早期撤
廃に向けて働きかけを行った。

太田経済産業副大臣と香港の張宇人（トミー・チョン）議員

福島産食材を使ったお弁当▶
33



34

２１世紀の原子力エネルギーに関する国際閣僚会議における太田経済産業副大臣の演説
および会議中のグロッシーIAEA事務局長との会談

➢ 2022年10月26日～28日、ワシントンDCにて、IAEA・米国エネルギー省が主催した国際閣僚会議
（※）が実施された。

（※）クリーンエネルギーへの移行、持続可能な開発及び気候変動緩和への貢献など、今後原子力の果たす役割について、各国
閣僚や国際機関のハイレベルが考えを発表・共有することを目的とする会議。

➢ この中で、太田副大臣から、原子力の位置付け、我が国のエネルギー安定供給とカーボンニュートラル
実現の両立に向けた原子力の活用拡大、ALPS処理水の海洋放出を中心とした東電福島第一原
発事故への対応、ウクライナ支援等について、世界各国からの参加者に向けて演説を行った。

➢ また、同会議の期間中、太田経済産業副大臣は、グロッシーIAEA事務局長と会談を行い、ALPS
処理水の安全性レビューなどについて意見交換を実施。

▲太田副大臣と
グロッシーIAEA事務局長

▲意見交換の様子
▲太田副大臣演説
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西村経済産業大臣と欧州議会対日交流議員団の表敬

➢ 2022年11月1日、西村経済産業大臣が欧州議会対日交流議員団の表敬を受けた際、西村大臣
より、福島第一原子力発電所の廃炉に関して、安全性を確保したALPS処理水の海洋放出の取組
について説明を行うとともに、EUが講じている原発事故を起因とする日本産食品の輸入規制の早
期撤廃を求めた。

▲欧州議会対日交流議員団

▲意見交換の様子▲ALPS処理水の海洋放出の取組について説明する
西村大臣
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西村大臣とシムソン欧州委員会エネルギー担当委員との会談

➢ 本年12月2日、西村経済産業大臣は、来日中の欧州委員会シムソンエネルギー担当委員と会談
を行い、同会談においては、西村大臣より、福島第一原子力発電所の廃炉に関して、安全性を確
保したALPS処理水の海洋放出の取組について説明を行うとともに、EUが講じている原発事故を
起因とする日本産食品の輸入規制の早期撤廃に向けて働きかけを行った。

➢ また、シムソン委員は、福島第一原発を訪問し、ALPS処理水の安全性及び廃炉の進捗状況につ
いて実際に確認してもらうことで、理解を深めてもらった。

▲協力覚書を交わす西村大臣とシムソン委員

▲意見交換の様子

◀シムソン委員一行の
福島第一原発訪問



➢ 2022年12月22日、ALPS処理水の海洋放出について、「東京電力福島第一原子力発電所の
ALPS処理水の取扱いに関する韓国政府向けテレビ会議説明会」を開催。

➢ 日本側から、11月14日に東京電力から原子力規制委員会に提出された東京電力福島第一原子
力発電所に係る実施計画の変更認可申請（放射線環境影響評価報告書の改訂含む）及び11
月14日から18日にかけて実施されたIAEAによる第2回ALPS処理水の安全性に関するレビューの
概要等について説明を行った後、韓国側の関心事項に基づく形で質疑応答が行われ、日本側より丁
寧に説明を行った。

ALPS処理水にかかる韓国政府向け説明会の実施
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＜参加者＞
日本側：
外務省 海部篤軍縮不拡散・科学部長
経済産業省 湯本啓市資源エネルギー庁原子力事故災害対処審議官
原子力規制庁、環境省、水産庁、東京電力

韓国側：
外交部 ユン・ヒョンス気候環境科学外交局長
国務調整室、科学技術情報通信部、海洋水産部、
原子力安全委員会等の関係省庁

韓国政府向けテレビ会議説明会に関するプレスリリース

参考：グロッシーIAEA事務局長と尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統領との会談（2022/12/15）（原文訳出ママ）
（韓国大統領府HPより抜粋）

尹大統領は福島原発汚染水（ママ）の放出問題に対する韓国国民の懸念に触れ、 IAEA がこの問題を科学的かつ客観的に検証し
てくれることを強く呼びかけました 。
これに対し、グロッシー事務局長は IAEA が確固たる透明性を基に福島原発汚染水（ママ）の放出問題を扱っているとし、この問題につ
いて全過程でリアルタイムで資料を公開するなど、韓国と緊密に疎通していくと明らかにしました。



台湾関係者とのコミュニケーション（台湾専門家視察団の訪日）

➢ 2022年11月28日～30日に、台湾行政院原子能委員会等の専門家視察団が訪日し、東京電力
福島第一原発、日本分析センター等の処理水や海水の分析機関、福島県小名浜漁港等を訪問。

➢ 本訪日は、2022年3月24日～27日に続き2度目。

➢ 台湾専門家視察団は、ALPS処理水海洋放出の安全性、日本が実施している処理水のサンプル
分析、海水や魚介類のモニタリングに関する理解を深めるために、関係者からの詳細な説明を受け
るとともに、意見交換を行った。

▼福島第一原発を視察する台湾専門家視察団

▲小名浜漁港を視察する台湾専門家視察団

◀東電職員による
台湾専門家視察団への説明
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国際会議IYNC2022 （国際⻘年原子力会議）における
ALPS処理水の海洋放出に関する説明

➢ 2022年11月30日、福島県郡山市で行われた国際会議IYNC2022（国際⻘年原子力会議）
において、ALPS処理水の海洋放出に関する説明を行った。

➢ ALPS処理水のセッションには、若手の原子力関係者を中心に約40か国から260名程（オンライン
参加も含む）が参加し、前日に行われた、東電の福島第一原発のバーチャルツアーもあわせて、廃
炉やALPS処理水の取組について知見を深めた。

▲ALPS処理水の処分についての取組を説明

▲国内外から多くの若手原子力関係者が参加



シンガポール関係者とのコミュニケーション（シンガポールでのイベント開催）

➢ 経済産業省の補助事業において、シンガポール「JAPAN RAIL CAFE」にて福島の食等の情報
発信を実施する「FUKUSHIMA Food Fair!!」を初開催。

➢ シンガポールによる昨年の福島県産品の輸入規制解除などの状況を踏まえ、福島の食・魅力の発信、
福島来訪者増加を目的に、支援事業者が扱う魚や日本酒の試食・試飲イベント、動画やパンフレッ
トによる廃炉の現状紹介、福島県と連携した観光案内等を開催。11月1日～30日の実施期間中
に、多くの現地の方が来場し、現地の方に対し約500件程度の試食やアンケートを実施。
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▲「FUKUSHIMA Food Fair」
店内ポスター

▲試食イベント参加者の様子 ▲試食・試飲メニュー
（穴子、アンコウからあげ、白魚、塩サバ、弥右衛門、純米SUN、一歩己）

▲シンガポールメディアへの取材対応
ならびに記事掲載

▲店内での動画展開（本事業紹介および１F FACT）

▲採択事業者取組み紹介パネル
および福島紹介パンフレット設置

▲福島にちなんだ
限定メニュー
お土産販売



諸外国・地域の食品等の輸入規制の状況（2022年12月時点）

規制措置の内容／国・地域数

事故後に
輸入規制
を措置

規制措置を撤廃した国・地域 4３

輸入規制を継続
して措置

一部又は全ての都道府県を対象に

検査証明書等を要求

（ＥＵ、EFTA（アイスランド、ノルウェー、

スイス、リヒテンシュタイン）、仏領ポリネシア、

ロシア）

７

55 1２ 一部の都県等を対象に輸入停止
（中国、台湾、香港、韓国、マカオ）

5

➢ 会談や国際会議等様々な外交機会を活用して、輸入規制撤廃に向けた働きかけを実施。

➢ 「行動計画」を公表以降、2022年には、2月に台湾が輸入規制を緩和し、6月に英国、7月にイン
ドネシアが輸入規制を撤廃。引き続き、各国・地域への働きかけを実施。

輸入規制撤廃に向けた各国・地域への働きかけ

＜最近の規制撤廃・緩和の例＞
2022年 7月 インドネシア（規制撤廃）

6月 英国（規制撤廃）
2月 台湾（輸入停止の対象品目の大幅縮小等）

2021年 10月 EU（検査証明書等の対象品目縮小等）
9月 米国（規制撤廃）
5月 シンガポール（規制撤廃）

2021年 3月 仏領ポリネシア（検査証明書等の対象品目縮小等）
1月 イスラエル（規制撤廃）
1月 香港（一部ロット検査の廃止等）

2020年 レバノン、UAE、エジプト、モロッコ、フィリピン（規制撤廃）
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風評影響についての調査

➢太平洋沿岸地域を中心とした各産業において、それぞれの懸念を払拭するための対策を講じるべく、

風評影響調査を実施（2022年8月から今年度事業を立ち上げ）。処理水の放出前から風評

影響の状況を継続的に把握。

➢万一、風評と疑われる事象やその予兆が確認された場合、追加のヒアリング実施等、適切な対応

を実施。

＜調査の実施状況＞

項目 内容（イメージ） 実施状況

消費者調査 アンケート調査 2022年11月実施

事業者調査
アンケート調査 2022年11月～12月実施

ヒアリング調査 随時実施中

輸出動向調査
輸出専門商社等を集めた連絡会 2022年12月より実施

輸出額・輸出量の調査・分析 随時実施中

卸売価格調査 取引価格・取引量の調査・分析 随時実施中

観光動向調査 宿泊客数等の調査・分析 随時実施中
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➢ 海外のスーパーマーケットや外食産業といった日本産食品を扱う取引先の状況や、各国・地域で起こり
うる（起きている）影響をお聞きするとともに、意見交換を行い、政府が講じる対策に反映させること
を目的に、「ALPS処理水の処分に係る輸出産品の風評影響連絡会」を設置。第1回を12月20日に
開催。

参加企業：JFCジャパン株式会社、株式会社ヤマナカ、株式会社マール、株式会社フィッシャーマン・ジャパン・マーケ
ティング（東北・食文化輸出推進事業協同組合）、株式会社三陸コーポレーション、滝川地方卸売市
場株式会社、Wismettacフーズ株式会社 （2022年12月時点）

ALPS処理水の処分に係る輸出産品の風評影響連絡会の設置

連絡会の様子（対面＋オンライン開催）
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今後の取組

➢ WEB媒体や各地方の主要紙等で、ALPS処理水に関する情報や、情報発信に向けた取組実績を
記載した記事を発信。

➢ 2023年１月に、ALPS処理水について頻繁に尋ねられる質問を解説した動画広告を展開。さらに、
全国の消費者、流通・小売等のサプライチェーンの担い手となる方々に見ていただけるよう、工夫した配
信を実施。

➢ 学校への出前授業を充実化するとともに、学生が集まる参加募集型イベントを３月に開催。

➢ 説明会やイベント等で頂いた御意見を反映する形で、ホームページの内容を充実させるとともに、必要と
される情報を発信。

➢ 流通事業者・小売事業者や消費者団体、海外の科学者等に対しても視察機会を提供。

➢ 全国の方を対象に、福島第一原発のオンラインツアーと意見交換の機会を提供。

①情報発信の拡充

②東電福島第一原発の視察機会の拡大

➢ 国際会議の場を活用して、ALPS処理水の安全性や処分の必要性について、丁寧に説明・情報発信。

➢ 海外での報道や国際会議での不適切な発言など、他国・地域からの誤った理解に基づく発信にはし
かるべく反論。

③国際会議や二国間対話の場での説明



１．風評を生じさせないための仕組みづくり

①徹底した安全性の確認と周知

②全国大での安全・安心への理解醸成

２．風評に打ち勝ち、安心して事業を継続・拡大できる仕組みづくり

③将来に亘り安心して事業継続・拡充できると、事業者が確信を

深められる対応

④風評に伴う需要変動に対応するセーフティネット

３．将来技術の継続的な追求
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生産対策の主な拡充事項

現状（令和４年度当初予算） 拡充（令和５年度政府予算案ポイント）

・事業認定期間を令和７年度まで延長
・サンマ、サケ等長期的な不漁への対策に取り組む場合には、
対象県を青森県から千葉県まで拡大。
［対象県：青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉］

①がんばる漁業復興支援事業
【R３年度期首基金残高 585億円】

・対象県に茨城県を追加
・岩手県から茨城県において、放流種苗確保の取組を支援
［対象県：岩手、宮城、福島、茨城］

②被災海域における種苗放流支援事業
【R４当初 7.0(5.3)億円】

福島県において、漁家子弟を含めた長期研修支援等や
就業に必要な漁業・漁具のリース方式による導入を支援
［対象県：福島］

③福島県次世代漁業人材確保支援事業
【R４当初 3.8(-)億円】

以下の事項の追加拡充を調整・要求の上、運用改善していく方針
（１）収益性10%以上向上を目指す取組（近隣県の漁業者）
（２）養殖転換（福島県及び近隣県の漁業者）
※近隣県とは、⻘森、岩手、宮城、茨城、千葉を想定

①がんばる漁業復興支援事業・がんばる養殖復興支援事業
【R４年度期首基金残高 531億円】

養殖業において、若手の担い手が自立していく場合や、
新たな取組等について支援対象とすることを検討

漁家子弟を含めた長期研修支援等や
就業に必要な漁船・漁具のリース方式による導入支援の
対象県を⻘森県から千葉県まで拡大
［対象県：青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉］

③被災地次世代漁業人材確保支援事業
【R５当初 7.0(3.8)億円】

・岩手県から茨城県において、放流種苗確保の取組を支援
［対象県：岩手、宮城、福島、茨城］

②被災海域における種苗放流支援事業
【R５当初 7.0(7.0)億円】
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漁業・養殖業復興支援事業のうち

がんばる漁業復興支援事業

＜対策のポイント＞
地域で策定した漁業復興計画に基づき、漁業の本格的な再開に向けて生産量の回復を目指す事業を行う漁業協同組合等に対し、必要な経費を助成しま
す。また、福島県や近隣県において、単一魚種に頼らない柔軟な経営体制への転換等により収益性向上を図る取組を支援します。

＜事業目標＞
被災地における水揚量及び水揚金額の回復（100％［令和11年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．漁業復興支援運営事業
漁業者、流通・加工業者、地方公共団体等が一体となり、収益性向上等による

漁船漁業の復興を図る漁業復興計画の策定・審査等を支援します。

２．がんばる漁業復興支援事業
東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故等の影響を受けて

収益性が悪化し、操業又は漁業経営に支障を来している漁業者等が、地域で策
定した漁業復興計画に基づき実施する取組について、以下の２つの支援メニューによ
り、必要な経費を助成します。

①収益性向上の事業
福島県又は近隣県（青森県～千葉県）の漁業者が実施する新船導入等に
よる不漁対策、1割以上の収益性向上、養殖業への転換などの収益性の高い操
業体制の確保を図る取組を支援。

②福島県沿岸における生産回復の事業
福島県漁業者が実施する生産量の震災前５割以上への回復又は隣県（宮
城県又は茨城県）の漁業者が実施する福島県沖への入漁再開の取組を支援。

国 特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構

定額

＜事業の流れ＞

・操業費用等経費（1/2以内等）
・運転経費

漁業協同組合等

定額

［お問い合わせ先］（１、２の事業）水産庁研究指導課（03-6744-0210）

漁業復興計画の策定

がんばる漁業復興支援事業による支援

漁業協同組合等が認定漁業復興計画に基づく収益性向上等の事業を実施

水揚金
燃油費、えさ代、氷代、魚箱
代、その他の資材費、販売
費 等

<運転経費>

漁船減価償却費、漁具等減価償
却費、消耗品費、通信費、修繕
費、人件費 等

<操業費用
等経費>

操業費用等経費
の1/2以内等を
基金から助成

基金に返還

返還は不要

基金から全額助成

【令和４年度 期首基金残高 531億円の内数】

〇関係漁業者、漁業協同組合、流
通・加工業者、地方公共団体等が、
地域漁業復興協議会を構成。
〇地域一体となって漁業復興計画を
策定します。

収益性の高い
操業体制への転換

生産量の震災前の
５割以上への回復等

省エネ型高性能漁船
（多目的化、ICT技術を含む）

◌ 省エネ船型／推進機関
◌ 省力型漁労機器
◌ 高鮮度保持魚倉
◌ 高機能冷凍設備 等



漁業・養殖業復興支援事業のうち

がんばる養殖復興支援事業

＜対策のポイント＞
地域で策定した養殖復興計画に基づき、養殖業の早期再開、経営再建等に取り組む養殖業者等に対し、必要な経費を助成します。また福島県又は近隣
県（青森県～千葉県）に住所又は事業場を有し、養殖業への転換に取り組む漁業者と協業し、生産体制の改革等を通じて収益性向上への取組に対し支
援します。
＜事業目標＞
被災地における水揚量及び水揚金額の回復（100％［令和11年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．養殖復興支援運営事業
生産者、関係団体、地方公共団体等が一体となり、養殖生産の早期再開に向け

た取組に加え、経営再建が必要であり、被災地域の養殖業の再興に寄与する養殖
復興計画の策定・審査等を支援します。

２．がんばる養殖復興支援事業
東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故等の影響を受けて
収益性が悪化し、経営の早期再開及び生産体制の自立を図るとともに、収益性の
高い操業・生産体制への転換等を推進し、より厳しい経営環境の下でも養殖業を
継続できる経営体の効率的かつ効果的な育成のため、養殖業者等が、地域で策
定した養殖復興計画に基づき実施する取組について支援を行います。
また、福島県又は近隣県（青森県～千葉県）に住所又は事業場を有し、養殖業

への転換に取り組む漁業者と協業し、収益性向上に取り組む養殖業者が組織する
協業体に対し支援を行います。

国 特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構

定額

＜事業の流れ＞

漁業協同組合等

定額

［お問い合わせ先］（１、２の事業）水産庁栽培養殖課（03-6744-2383）

養殖復興計画の策定

がんばる養殖復興支援事業による支援

【令和４年度 期首基金残高 531億円の内数】

〇生産者、漁業協同組合、流通・
加工業者、地方公共団体等が、
地域養殖復興協議会を構成。

〇地域一体となって養殖復興計画
を策定します。

収益性の高い
操業体制への転換

被災漁業者の経営の早期再開及び生産
体制の自立を図るとともに、収益性の高い

操業・生産体制への転換等

養殖業への転換に
取り組む漁業者と

の協業

（支援内容）
● 事業に必要な事業費（償却費、人件
費、餌代、種苗代等 養殖生産に必要
な経費）を全額支援
● 事業費のうち4/5相当額は事業終了後、
養殖生産物の販売代金で返還

◯ 漁業協同組合等が養殖復興計画に基づく収益性向上等の事業を実施



被災海域における種苗放流支援事業

【令和５年度予算概算決定額 699（699）百万円】

＜対策のポイント＞
被災地の水産資源の回復と漁業収入の向上を目指すため、被災県の種苗生産体制が整うまでの間、他海域からの種苗の導入等による放流種苗の確保、

震災によるサケの来遊数減少に対処した採卵用サケ親魚の確保等を支援します。また、風評影響が生じるおそれがある地域における種苗生産・放流による資
源造成の取組を妨げることのないよう、漁獲物を安定的に生産・供給するため、岩手県から茨城県における種苗確保の取組を支援します。

＜政策目標＞
我が国水産業において重要な位置を占める被災地の水産業の早期復興

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

1. 被災海域における種苗放流支援事業

東日本大震災により、ヒラメ、アワビ等の放流用種苗を生産している各県の種苗

生産施設が壊滅的被害を受けたことから、被災県の種苗生産体制が整うまでの間、

他海域の種苗生産施設等からの種苗の導入等による放流種苗の確保に対して支

援します。

資源の全てがふ化放流事業によって造成されているサケについては、平成23年春

に放流予定の稚魚の大半が津波に流され、その後も必要数の放流ができなかったこ

とにより漁獲数が減少しています。このため、被災県の種苗生産体制が整うまでの間、

震災によるサケの来遊数減少に対処した採卵用サケ親魚の確保等に対して支援

します。

風評影響が生じるおそれがある地域における種苗生産・放流による資源造成の

取組を妨げることのないよう、また、漁獲物を安定的に生産・供給するため、岩手

県から茨城県における種苗確保の取組を支援します。

［お問い合わせ先］水産庁栽培養殖課（03-6744-2385)

2/3
＜事業の流れ＞

国 県

〈放流種苗の確保〉

〈採卵用サケ親魚の確保〉

採卵遡上する親サケの確保

他海域から導入した種苗の放流

（ヒラメ） （アワビ）

被

災

地

の

水

産

資

源

回

復



＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

被災地次世代漁業人材確保支援事業
【令和5年度予算概算決定額 698（381）百万円】

＜対策のポイント＞
震災からの復興に取り組む福島県及び近隣県において、漁家子弟を含め長期研修支援等や就業に必要な漁船・漁具のリース方式による導入を支援します。

１．新規漁業就業支援
震災からの復興に取り組む福島県及び近隣県において、地域の漁業就業者を

早急に確保していくため、より確実な定着が見込まれる漁家子弟を含め、地域内
外から広く人材を受入れ、地域への漁業就業を支援します。

① 新規就業者や漁業再開者等の漁業現場での長期研修を支援します。

② 漁業者の経営・技術の向上を支援します。

③ 就業希望者のインターンシップやトライアル雇用の受入れを支援します。

２．漁業復興サポート人材確保支援
繁忙期の漁労作業や市場出荷作業への支援、販路開拓や就業相談等のイ

ベント支援など、漁協等が行う漁業復興の取組を広くサポートする人材の活動に
必要な経費を支援します。

＜事業の流れ＞

国

研修生、漁業者等
定額

漁連等

長期研修による技術習得

［お問い合わせ先］水産庁企画課 （03-6744-2340）

研究指導課（03-6744-2031）

サポート人材等 （2の事業）

（1の事業）

〇漁協等が行う漁業復興の取組を広くサポートする人材
の活動に必要な経費を支援

経営・技術向上支援

〇クレーンやフォークリフトなど経営発展に必要な資格取得を支援

〇漁業者等による水揚量回復に向けた研究活動等を支援

〇定着促進のため、新規就業者（漁家子弟も含む）の漁業現場
での長期研修について支援

復興サポート人材確保支援

３．漁業再開支援
就業に必要な漁船・漁具のリース方式による導入を支援します。

〇就業に必要な漁船・漁具のリース方式による導入を支援

漁船漁具等の導入支援

漁業者等

定額、３/４
(国1/2、県1/4） 漁船等の

リース

（3の事業）

〇漁業再開者・雇用就業者の自営経営の起ち上げについて支援

定額
民間団体等

定額

定額定額定額
民間団体等 漁連等

県
定額定額

民間団体等 漁連等
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ALPS処理水の海洋放出に伴う影響を乗り越えるための漁業者支援事業



支援策の説明会

➢ 漁業者支援も含め、風評に負けない、地域の漁業や産業の活性化に向けた取組を支援するための
事業を令和４年度当初予算・令和４年度補正予算に盛り込んだところ。

➢ こうした支援策を知っていただくために、漁業者・中小企業者等を対象に水産庁・東北農政局・東北
経済産業局・東北運輸局・中小機構との連携により、説明会を実施。

➢ これまで相馬市・いわき市にて開催、今後は宮城・茨城・岩手など他の被災県でも開催予定。

＜説明会の内容（例）＞

○中小企業施策

（ex.）事業再構築補助金・ものづくり補助金 等

○農業施策

（ex.）食品原材料調達安定化対策事業

みどりの食料システム戦略 等

○水産施策

（ex.）水産関係復旧・復興対策

○観光施策

（ex.）観光関係産業への支援事業説明会の様子

※参加人数 相馬市：32名
いわき市：49名

（いずれもWebでの参加を含む）
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（参考）漁業者の基金措置に関する発信

○全漁連会長 談話（２０２２年１１月２２日）

本日、西村経済産業大臣と面談し、今月２１日に閣議決定された補正予算（案）のうち「ＡＬ
ＰＳ処理水海洋放出に伴う影響を乗り越えるための漁業者支援事業（基金）」について、大臣より
説明を受けた。

この基金は、本会が政府に申し入れた５項目のうち「漁業者の経営継続」についての回答として、政
府による漁業者との信頼関係構築に向けての姿勢と重く受け止めた。

基金事業の内容は、我々の申し入れを踏まえ、漁業用燃油等の支援について回答がなされたもの
であり、今後、漁業者に対して国による説明を求めるとともに、全国の漁業者が子々孫々まで安心して
漁業を継続できるよう、廃炉が完了するまでの長期的措置を求める。

むろん、このことのみで漁業者の理解が得られるものではなく、全国の漁業者・国民の理解を得られな
いＡＬＰＳ処理水の海洋放出に反対であることは変わるものではない。

今回の回答により、政府の対応に漁業者の目線が集まりつつある。漁業者の不安を払拭していくため、
今後も政府は一つ一つ丁寧な対応を行い、信頼を積み重ねていくことが必要である。

引き続き、残る４項目の申し入れ事項である漁業者・国民への説明、風評被害対策、ＡＬＰＳ
処理水の安全性の担保等について、国としての真摯な対応を求めるものである。



三陸・常磐産品の魅力や安全性について発信する取組①

➢ 地元の各団体や事業者などの協力のもと、三陸常磐エリアの豊潤な海の幸を多くの方に知っていただき、
味わっていただくための施策として「ごひいき！三陸常磐キャンペーン」を2022年10月1日より実施。

➢ キャンペーン第１弾はよみうりランドにおいて開催され、 ①三陸常磐水産物を扱ったバーベキューや②レ
ストランとコラボした三陸常磐メニューの提供に加え、③漁業関係者の方々にご協力を頂きながら、三
陸常磐水産品を販売するブースを出展。イベントの模様が全国地上波のテレビや各地方紙などのメ
ディアで取り上げられるとともに、初日の模様は読売新聞全国紙の全面広告にて掲載された。

➢ 本イベントにおいては、来場者に対してイベント後も継続して三陸常磐産品を消費できる場の情報提供
や、よみうりランド内のレストランにおいてイベント後も三陸常磐産品を取り扱っていただくための働きかけ
といった、イベント後も継続して産品の消費拡大に寄与する仕組みを併せて実施。

キャンペーンHP 読売新聞全国版の広告記事（2022/10/18）
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➢ 「ごひいき！三陸常磐キャンペーン」として、今後も①大型地方物産イベントへの出展や、②小売業と
連携した販売促進キャンペーンなどを実施予定。

三陸・常磐産品の魅力や安全性について発信する取組①

①ふるさと祭り東京におけるブース出展

概要：

東京ドームで３年ぶりに実施される首都圏
最大級の物産イベントにおいて、三陸常磐
ものをPR。
（※）2020年度約44万人が来場

②流通・小売業者と連携したキャンペーン

概要：
対象店舗において、三陸常磐の産品を販売。

消費者への訴求に限らず、販路拡大に重要
な小売業者との関係性をもとに、キャンペー
ン終了後も継続的に三陸常磐産品の販路拡
大に寄与するような取組を実施。

会場イメージ

キャンペーンイメージ
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三陸・常磐産品の魅力や安全性について発信する取組②

三陸・常磐地域の県

PR・広報活動

イベント情報等

を周知

ECサイト

三陸・常磐ものを
販売するECサイト利用

弁当

三陸・常磐ものを

使った弁当販売

キッチンカー

敷地内で

キッチンカーを出店

メニュー利用

漁業者等地元の供給事業者
（漁協、加工組合 等）

政府関係機関、参加民間企業・団体、消費自治体等

アンテナショップ 地元産品ECサイト

○イベント情報提供○ＥＣサイト登録○関係企業・団体の紹介、食材の提供

企業内マルシェ

敷地内で三陸・

常磐ものを販売

社食

社食等で三陸・

常磐ものを利用

○商品の提供

➢ 「魅力発見！三陸常磐ものネットワーク」は、政府関係機関、産業界、消費地を抱える自治体から
広く参加を募り、売り手と買い手を繋げることで、“三陸・常磐もの”の魅力発信、消費拡大を推進。

➢具体的には、三陸・常磐地域の食材等を紹介し、希望する参加企業等とのマッチングを行い、ALPS
処理水の海洋放出に伴い万一風評が発生した場合に参加企業等による“三陸・常磐もの”の積極
的な購入を支援（買い支え）。

➢ これにより、ALPS処理水の海洋放出に伴う風評を抑制・払拭するとともに、三陸・常磐地域における
水産業等の本格的な復興、将来にわたる水産業等の持続的な発展につなげる。
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三陸・常磐産品の魅力や安全性について発信する取組②

➢ 2022年12月20日に西村経産大臣が「魅力発見！三陸・常磐ものネットワーク」の立上げを発表。

➢翌日（12月21日）には、太田経産副大臣が経団連（久保田副会長）に対し、会員企業への参
加要請及び「三陸・常磐もの」の消費拡大の協力をお願い。

➢既に、 パナソニックグループや東京都、大阪府等の多くの職員を抱える100以上の企業等が参加を
表明。引き続き、産業界、全国の自治体、政府関係機関等から広く参加を募り、消費拡大を図る。

▼「魅力発見！三陸・常磐ものネットワーク」のチラシ ▼西村経産大臣からの発表（2022/12/20）

▼太田経産副大臣と経団連（久保田副会長）の面談（2022/12/21）
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水産物の販売促進に向けた取組①

②経営改善支援
・冷凍設備等の省エネを達成するための電力使用量
削減指導と、一定価格で電気を購入できるエネルギー
サービス契約（PPA）による電力料金低減指導を、
青森県、岩手県、宮城県内企業に実施。

④水産Open-Factoryの実施
・三陸の魚市場から加工・流通までのスキームを多くの
消費者に現場で体験してもらい、安心とおいしさを消
費者の声から広げていく新しい広報として、水産加工
事業者のOpen Factoryを実施。

③未利用魚を活用した商品開発・PR
・未利用魚の活用を促進するため、新商品開発を実施
し、専門家派遣を支援。

専門家派遣の模様

事業のイメージ

➢ 東北経済産業局等が中心となり、被災地域の水産加工業者等への情報提供・支援を通じて、当該地
域の水産業の振興を目指す事業を実施。以下のような取組を実施。

チダイの切り身を使った
お茶漬け

傷物マダラを使った
「塩竃フィッシュバーガー」

現場確認及び指導風景

①三陸水産イノベーションサミット2022
・水産業と世界的潮流であるSDGｓ、デジタルトランス
フォーメーション（DX）や地方創生など、三陸の水産
業で発展する最先端の事例を取り上げることで、未来
の水産業のイノベーションを促進。
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当日の模様



水産物の販売促進に向けた取組②

➢ 経済産業省の補助事業を活用した、企業が実施する水産業の振興を目指す事業の広報活動を支援。
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イベントの実施

•本年10月22日、11月19日の２回、海産物の風評払拭
と消費拡大を目的に、ふくしまの海産物を活用した「キャ
ンプ飯」のモニターイベントを開催。
•多数の応募の中、抽選にて東北・首都圏のキャンパー各
回10組、計62名が参加
•イベントの模様は、各参加者がSNS等に情報発信を行

い、NHK「おはよう日本」をはじめ、各ニュース等で紹介。

▲11月19日参加者集合写真

▲案内チラシ
【応募者数】 10/22 86組

11/19 181組

▲地元漁師との交流 ホッキ貝剥き体験

イベントの実施・情報発信

・本年11月25日～12月３日に、“常磐もの”の美味しさ
や魅力を伝えることを目的としたイベント「恋するさかな
LOVE＆Fiiisshu!!Week」を実施。いわき市内飲食店
16店舗と連携し、各店舗にて“常磐もの”のヒラメ、穴子、
カレイを使った創作料理を提供。

・常磐ものを使った簡単レシピ紹介動画を、本年12月18

日より全７回YoutubeYoutube配信。

▲イベント案内チラシ ▲動画案内チラシ



水産物の販売促進に向けた取組③

➢ 経済産業省では、福島県産品の販路拡大に向けて、小売り・イベント等による販売促進支援や企業間
取引拡大に向けたマッチング支援を実施。

➢ 今秋以降も、福島の水産加工品の販路開拓に向け、以下の取組を実施。

①関西系スーパーとの販路開拓
・10月から上野台豊商店（いわき
市）のさばみりん干しを神戸市を
中心に34店舗展開するスーパーに
て販売開始。

①道の駅ふくしまでの販売会
・2022年10月１、２日の2日
間、道の駅ふくしま（福島市）
にて、水産加工品を含む福島
県産品の販売会を開催。
・水産加工品、農産加工品、
伝統工芸品等、38事業者の
商品（135商品）を販売。
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販売会の実施 マッチング支援事例

②グランディオ立川でのフェア
・ 2022年11月16～22日の4
日間、グランディオ立川（東京
都立川市）にて、水産加工品
を含む福島県産品のフードフェア
を開催。
・水産加工品、農産加工品、伝
統工芸品等、62事業者の商品
（292商品）を販売し、前年
以上の売上を記録。

▲販売予定商品
（さばミリン干し）

②都内飲食店との販路開拓
・11月から海神のしまほっけ開きが
都内７店舗展開する飲食店と成
約。
・12月から数店舗にて販売開始。

③福島県内店舗との販路開拓
・12月にマルリフーズの「松川浦か
けるあおさ」が福島のサービスエリア、
福島のセレクトショップ等と成約。

▲販売予定商品
（シマホッケの炊き込みご飯）

▲販売商品
（松川浦かけるあおさ）



水産物の販売促進に向けた取組④

➢ 福島相双復興推進機構において、浜通り地域等における水産関係の仲買・加工業者127者にアプ
ローチし、98者の訪問が完了。要望に応じて、人材確保支援や新商品開発・販路開拓支援等を実施。
– 10事業者が延べ29社と新たな販路開拓を実現
– 11事業者が合計26名の人材確保を実現

➢ そのほか物産展での販売促進支援や体験ツアーの開催等も通じて、相双地域の食の魅力発信を実施。

②アウトドアオフィス＆FoodCamp体験ツアーの開催
・2022年11月4日、5日に相双地域の農産物・水産物を活用した食
のイベントと新商品開発により、関係人口の拡大、風評払拭の情報発
信、食材の高付加価値化を実現することを目的として、アウトドアオフィ
ス＆福島の食を堪能するFood Camp体験ツアーを開催。首都圏の会
社員を中心に29名が参加。

▲案内チラシ

▲アウトドアレストランの様子 ▲アウトドアオフィスの様子

▲福島相双地域の食材を活かしたメニュー

①物産展での販売促進支援
・2022年10月28日~30日に、福島
県主催の「旅するふくしま物産展」が開
催。特設スペースにおいては、「タコシュウ
マイ」や「ホッキ飯」といった水産加工事
業者が取り扱う商品が販売され、機構
職員も販売をサポート。

▲機構職員による
販売支援の様子

61



公表資料から経済産業省が作成。

ブラックアーチ農法による特長のあるお茶品質を最大限
に引き出す精揉技術の開発

結城郡八千代町：松田製茶
⚫ 新型精揉機を導入することで茶の品質管理を標準化
し、高品質な製品の恒常的生産を可能とするとともに
新たな商品も開発

独自のブラックアーチ農法 導入した新型精揉機

➢ ものづくり補助金、持続化補助金等において、農業等に対する取組を支援。

IOTを活用した「儲かる植物工場」を実現する生産管
理システムの開発

多賀城市：MIRAI
⚫ 植物工場における野菜の適正栽培のため、IOTシス
テムを導入。野菜栽培環境の見える化とデータ解析
で生産性を向上。

植物工場 栽培環境の見える化 栽培された野菜

遠赤外線とマイナスイオンの効果を用いたドライフルーツ
の開発および販路開拓

平川市：㈲まごころ農場
⚫ 乾燥機導入で、ドライフルーツの製造における味や食
感の課題を改善。また計量検査・包装ラインを構築す
ることにより充填工程で効率化や品質向上等を図る。

導入した設備 同社製品（あおもり林檎）

生分解性ネットを活用した培土培地とロックウールプラ
グの生産

印西市：㈱プランツファクトリー・インザイ
⚫ 育苗事業のさらなる大規模化、生産性の向上、品質
維持の実現、及び労働力不足に対応するため、生分
解性プラグネット供給機の導入を行い機械化を図る。

育苗施設 作業の機械化

中小企業施策における支援例（農業）
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公表資料から経済産業省が作成。

歴史やルーツに興味を持ち始める中高年及び観光客向
けポイント付き歴史巡りオリエンテーリングサービスの開発

常陸太田市：（株）ローバルコム
⚫ 独自技術を活用したスマートフォン用アプリで、地域の
埋もれた歴史物語を知るオリエンテーリングサービスを
開発し提供。

導入した専用サーバー 開発したアプリ

➢ ものづくり補助金、持続化補助金等において、観光に対する取組を支援。

タイ人観光客誘事業とメルマガ SNS 等による顧客囲
い込み

盛岡市：トラベル・リンク㈱
⚫ タイの現地法人等向けツアーパンフレットデータ作成、
ホームページの多言語化とフィイスブックの活用を通じ
てビジネスチャンスの創出を図る。

多言語化したHPやSNS

ITを活用した外国人宿泊客おもてなし対応策等の展開
気仙沼市：阿部長商店

⚫ コンテンツサーバ、タブレット等を導入。英・中（簡体・
繁体）・韓・台に対応。語り部バスツアー通じ防災・
原災を伝えるとともに交流人口の増加を目指す。

社内での説明 現地ツアー

外国人観光客が快適に安心できる民泊体験
耶麻郡西会津町：Dana Village

⚫ 訪日外国人の来店機会の増加のため、民泊体験イベ
ントのPRチラシを多言語（3か国語）で作成し、外国
人受入団体等へ配布。誘導看板や玄関、洗面設備も
改修し、顧客満足度向上につなげる。

改修した洗面設備

中小企業施策における支援例（観光）
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➢ 令和４年度に「ブルーツーリズム推進支援事業」を新設し、風評が特に懸念される沿岸部におけるコンテンツの
充実やプロモーションの実施等の支援を強化。

➢ 令和４年度の採択実績として、岩手県は２件、宮城県は８件、福島県は２件、茨城県は２件を採択した。

コンテンツの充実支援

ブルーフラッグ認証取得支援

ブルーフラッグ認証の取得に向
け、海水浴場の砂浜へのスロー
プ設置やトイレ・シャワー棟の
段差解消等のバリアフリー化を
支援。

牡蠣養殖用イカダの上で陸前高
田ならではの料理と酒を提供す
る観光コンテンツ「オーシャン
BAR」の磨き上げおよび商品造
成を支援。

海水浴場の監視体制を強化する
ためのレスキューボード等の備
品購入や、ライフセービングの
資格取得に向けた講習会の開催
を支援。

プロモーションの実施支援

根浜海岸を起点としたマリンア
クティビティや漁業体験のほか、
海に隣接するキャンプ場の魅力
を伝えるウェブサイトの制作を
支援。

（取組例：相馬市観光協会） （取組例：陸前高田市）

（取組例：釜石市） （取組例：南三陸町）

オーシャンBARイメージ

バリアフリー化の対象となる現地のトイレ棟根浜キャンプ場

原釜尾浜海水浴場

海水浴場等の受入環境整備支援

県 実施主体名

岩手県 釜石市、 陸前高田市

宮城県
南三陸町、 石巻市、 亘理町、 一般社団法人 気仙沼市観光協会（２件）、 一般社団法人 七ヶ浜町観光協会、
株式会社東松島観光物産公社、 株式会社インアウトバウンド仙台・松島

福島県 相馬市、 相馬市観光協会

茨城県 高萩市、 大洗町

ブルーツーリズム推進支援事業
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➢ ＡＬＰＳ処理水の処分による新たな風評影響に対する事業者の方々等の懸念を少しでも払拭するため
には、放出開始後も、開始前と変わらずに産品の取引が継続される環境を整備することが重要。

➢ 流通関係の方々が取引を行う上で必要な対策について御意見・御要望を伺い、施策に反映していくために、
継続的な意見交換の場として、小売関係の業界団体（※）と経済産業省福島復興推進グループ及び
商務・サービスグループ等の担当部局によるＡＬＰＳ処理水の処分に係る風評対策・流通対策連絡会
を設置。連絡会の下には、実務レベルでの議論の場として、ワーキンググループも設置。

（※）全国スーパーマーケット協会、日本スーパーマーケット協会、日本チェーンストア協会、日本ボランタリーチェーン
協会、オール日本スーパーマーケット協会

ＡＬＰＳ処理水の処分に係る風評対策・流通対策連絡会及び同WGの設置

12月に開催した連絡会の様子
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今後の取組

➢ 令和４年度第２次補正予算・令和５年度当初予算で盛り込まれた事業については、公募を開始す
るなど、順次事業を実施。また、漁業者・中小企業者等を対象とした支援施策の合同説明会を実施。

➢ がんばる漁業・養殖復興支援事業や次世代漁業人材確保支援事業など、今般の予算において追
加・拡充した漁業者支援策の内容について、県や漁協などの要望等を踏まえた上で、要件等の詳細
含めて紹介する説明会を年度内に実施予定。また、種苗放流支援事業について、要望を踏まえた上
で、予算配分に向けて調整中。

➢ 処理水の影響を乗り越え、持続可能な漁業継続を実現するための取組を支援する基金について、
執行体制が整い次第、支援対象の漁業者団体等の公募を実施。また、この事業の内容を含め、安
全性の確保や風評対策の取組について、全国の漁業者に対して紹介する説明会を実施。

➢ 「魅力発信！三陸・常磐ものネットワーク」に参加している企業等に対し、弁当やキッチンカー、社食
等を通じた「三陸・常磐もの」の消費を促進。今年春・夏頃には、「三陸・常磐もの」の消費拡大イベン
トを実施し、産業界・自治体・政府関係機関における更なる消費拡大を促す。

➢ また、万が一風評が発生した場合には、ネットワーク参加企業等による「三陸・常磐もの」の購入を支援
（買い支え）。

➢ 流通関係の業界団体等と議論する連絡会を継続して開催し、流通事業者等の要望も踏まえ、取引
を継続するために必要な対策を具体化。

①事業を継続・拡大するための事業者支援予算の執行

②放出前後を通じ、変わらずに地元産品の取引が継続される状況の実現



１．風評を生じさせないための仕組みづくり

①徹底した安全性の確認と周知

②全国大での安全・安心への理解醸成

２．風評に打ち勝ち、安心して事業を継続・拡大できる仕組みづくり

③将来に亘り安心して事業継続・拡充できると、事業者が確信を

深められる対応

④風評に伴う需要変動に対応するセーフティネット

３．将来技術の継続的な追求
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ALPS処理水の海洋放出に伴う需要対策
令和３年度補正予算額 300.0億円

資源エネルギー庁
原子力発電所事故収束対応室
03-3580-3051

事業の内容

事業目的・概要

⚫ ALPS処理水の海洋放出に伴い、万一水産物の需要減少等の風評影

響が生じた場合でも緊急避難的措置として、水産物の販路拡大や、冷凍

可能な水産物の一時的買取り・保管等を支援します。

⚫ また、漁業者の方々の風評への懸念を払拭するため、ALPS処理水の安

全性等に関する理解醸成を実施し、風評影響を最大限抑制すべく取り

組みます。

⚫風評影響を抑制しつつ、仮に風評影響が生じた場合にも、水産物の需要

減少への対応を機動的・効率的に実施することにより、漁業者の方々が

安心して漁業を続けていくことができるよう、基金を造成し、全国的に弾力

的な執行を行います。

成果目標

⚫ ALPS処理水の海洋放出に伴う風評影響を最大限抑制し、万一風評が

生じた場合でも漁業者の方々が安心して事業を継続できる仕組みの構

築を目指す。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間団体等（基金）

補助（定額）
漁業者団体等

（１）（２）補助

資源エネルギー庁
原子力発電所事故収束対応室
福島復興推進グループ
総合調整室

事業イメージ

（１）水産物の販路拡大等の取組への支援

（２）冷凍可能な水産物の一時的買取り・保管への支援

○買取・冷凍保管等に必要な資金の借入金利を支援
○冷凍保管等に係る経費を支援

○企業の食堂等への水産物の提供を支援
○水産物のネット販売等、販路拡大・開拓を支援

食堂等漁業者団体等漁業者等

産地市場等 漁業者団体等 冷蔵倉庫等 加工業者等

（３）福島第一原発のALPS処理水に関する広報事業

○消費者に向けた多様な媒体・方法による広報活動の実施
○公正な取引が行われるよう、流通事業者等に対する説明会等の実施

民間団体等

（３）補助・委託 （現地視察ツアー）（流通事業者向け説明会）（広報パンフレット）



➢ 万が一発生した場合の風評被害に係る賠償について、東京電力に対する指導だけではなく、国が前面
に立って、関係団体等からの意見聴取等を実施してきたところ。

➢ 関係団体等からの意見を踏まえ、東京電力が賠償基準を公表（令和4年12月23日）。引き続き、
関係団体等からの意見を伺いながら調整を進め、風評被害の推認方法や損害額の算定方法等を具
体化。

風評被害に対する賠償

➢ 期間や地域、業種を画一的に限定することなく、被
害の実態に見合った必要十分な賠償を行うこと

➢ 統計データを用いた推認等により、損害の立証負担
を被害者に一方的に寄せることなく、対応すること

➢ 関係者に対し、賠償の方針等を説明し、理解を得
ること

＜これまでの取組＞

【政府が掲げた風評賠償に係る基本方針】

●上記の基本方針を踏まえ、東京電力は、賠償の基
本的な考え方を示した風評賠償の枠組みを公表

●東京電力に対する指導だけではなく、国が前面に立っ
て、関係団体等からの意見聴取等を実施

＜賠償基準の公表及び今後の対応＞

●その後、関係団体等からの意見を聴取し、現段
階の基本的な考え方を示した賠償基準を公表
（令和4年12月23日）。

地域や業種の実情に応じた賠償を実現できるよ
う、引き続き、関係団体等からの意見を伺いなが
ら調整を進め、風評被害の推認方法や損害額の
算定方法等を具体化。

69

●東京電力が、賠償基準に関する検討状況を公
表（令和4年10月7日）。
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東京電力の賠償基準の概要＜令和４年１２月２３日公表＞

➢ ALPS処理水の海洋放出に伴う風評被害に係る賠償の支払に際して必要となる、風評被害の推認※１

や、損害額の算定方法等について、基本的な考え方を業種ごと※２に示すもの。
※１ 統計データ等を活用した風評被害の推認によって被害者の立証負担を軽減

※２ 主な例として、漁業、水産加工・卸売業等、観光業、農業について策定

⚫ 統計データ等を活用した、対象地域における海産物や農産物の価格や観光客数の動向と、全国におけるこれらの動
向との比較による推認や、対象地域の報道状況の確認等によって、風評被害の有無を確認※ 。

全国 対象地域の風評被害

価格上昇
価格上昇（全国の上昇率以上） 価格上昇（全国の上昇率未満） 価格下落

価格下落
価格上昇 価格下落（全国の下落率以内） 価格下落（全国の下落率を超過）

風評なし

風評なし 風評なし

風評あり 風評あり

風評あり

＜例：漁業に関する風評被害の推認のイメージ＞

①風評被害の確認

※ 統計データでは風評被害を確認できない場合、事業者毎に被害実態を踏まえ、風評の有無を確認。

⚫ ALPS処理水の放出前後における海産物や農産物の価格の下落額や事業の減収額を基に、ALPS処理水放出に
よる損害額を算定。 ＜例：漁業に関する損害額の算定式のイメージ＞

②損害額の算定

放出後の価格 放出後の水揚量放出前の価格
（基準価格）
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今後の取組

➢ 水産物の販路拡大や、冷凍に向いている水産物の一時的買取り・保管等を支援するため、漁業者団

体とのやりとりも重ねつつ、事業の詳細について具体化。その上で、執行体制が整い次第、支援対象

の漁業者団体等の公募を実施。

➢ 取りまとめた賠償基準等を基に、①基準年の設定②参照する統計データの選択③ALPS処理水以外

の要因の扱い 等について、関係団体等との調整・意見交換を実施し、風評被害の推認方法や賠償

額の算定方法等を具体化。

①万が一の風評に伴う需要減少に対応するための一時的買い取り・保管等のための需要対策基金

②地域や業種の実情に応じた賠償



１．風評を生じさせないための仕組みづくり

①徹底した安全性の確認と周知

②全国大での安全・安心への理解醸成

２．風評に打ち勝ち、安心して事業を継続・拡大できる仕組みづくり

③将来に亘り安心して事業継続・拡充できると、事業者が確信を

深められる対応

④風評に伴う需要変動に対応するセーフティネット

３．将来技術の継続的な追求
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➢ 2021年５月から、東京電力が、第三者機関に委託して、ALPS処理水のトリチウム分離に係る技
術の公募を実施。

➢ 第三者機関や東京電力は、ここに提案があった技術に対して、審査や技術の実証試験を行い、技術
の確立を目指すこととしている。

➢ 東京電力は、第1期~第3期公募の2次評価を終え、実用化に向けた要件を将来的に満たす可能
性がある技術を計14件選定。

東京電力によるトリチウム分離技術の公募

一次評価 二次評価

第三者機関 東京電力

フィージビリ
ティスタディ

東京電力、第三者

小規模
実証試験 実証試験

※必要に応じて、追加的な
研究開発を先行して実施

※提案者にご参画いた
だける場合

調
査
プ
ロ
セ
ス
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第三者機関



汚染水発生量の更なる低減に向けた取組

➢ これまで取り組んできた重層的な汚染水対策が効果を発揮し、汚染水発生量は大幅に低減（2021年度は約130㎥
/日、対策実施前（2014年5月）約540㎥/日の１／４程度）。2022年度は、建屋周辺の舗装などが更に進捗し、
降雨量が平年よりも少ないこともあり、4月～11月の平均で約100㎥/日の低水準で推移。

➢ 2022年12月に開催した汚染水処理対策委員会では、「2025年内に汚染水発生量を100㎥/日以下に抑制」する
中長期ロードマップ目標に加えて、「2028年度までに約50～70㎥/日に低減」との見通しを発表。

➢ 国内外に正確かつ透明性のある情報発信を行いながら、汚染水発生量を減少させる取組を遅滞なく着実に進めて
いく。

74建屋周辺の舗装 １号機建屋屋根

（完成イメージ）

2022 2025 2028

100m3/日以下
50～70m3/日

程度

約5割程度

約8割程度
（1号機・2号機山側、
3号機変圧器付近）

3号機
（4号機施
工確認含）

他号機への
展開

汚染水
発生量

建屋周辺
の舗装

局所的な
建屋止水

5-6号機
（施工
試験)

＜概略工程＞ ＜汚染水発生量を減少させる取組例＞

2022年12月21日、第26回汚染水処理対策委員会で公表

（施工前）
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今後の取組

➢ フィージビリティスタディへの参画意向が確認された各提案事業者と秘密保持契約を締結し、フィージビ

リティスタディを開始する。

➢ 建屋周辺の舗装の５割完了や１号機原子炉建屋の屋根カバー設置等の対策により、「2025年内

に汚染水発生量を100㎥/日以下に抑制」する中長期ロードマップ目標の一日も早い達成を目指

す。更に「2028年度までに約50～70㎥/日に抑制」を目指し、建屋周辺の舗装の８割完了や局

所的な建屋止水等を実施する。

①東京電力によるトリチウム分離技術の公募

②汚染水発生量の更なる低減に向けた取組


